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1. 多重債務になるハイリスク群を特定し、予防策を講じることについて
貸金業者から複数件の借入残高がある人数は増加傾向にあり、2026 年 3 月末現在で 155 万人であ

る。財務局等に寄せられた「多重債務」に関する相談は年間約 7 千件である。地方自治体に寄せら
れた「多重債務」に関する相談は年間 3 万件弱である。 「多重債務」に関する消費生活相談は年間約
2 万 4 千件である。同一人物が複数の場の相談に計上されている可能性があるが、そもそも相談に
結びつくこと自体に、サバイバーバイアス（相談につながったという成功例への偏り）が生じている
かもしれない。

これまでの会議で、多重債務のハイリスク群を特定して予防策を講じることを提案してきたが、そ
のアプローチとして、複数件の借入残高がある人を対象に、生物－心理－社会的モデルに基づく調
査を行うことができないだろうか。あるいは、多重債務問題対策推進懇談会委員のエキスパートコ
ンセンサスにより、ハイリスク群を抽出し、その人たちに適した啓発を含む予防策を講じることが
できないだろうか。ここで生物－心理－社会的モデルというのは、メンタルヘルスの課題を有する
人を全体的な視点から捉える学際的な方法である。生物的要因は、知的能力、身体疾患、精神疾患な
どである。心理的要因は、幼少時の逆境、現在進行中の人間関係のストレス、課題に対処するための
問題解決のスキルなどである。社会的要因は、貧困等の経済的問題、死別・離別、差別・社会的抑圧、
ジェンダー、住居、孤立して安全でない環境、コミュニティとのつながりなどである。生活困窮者自
立支援制度の利用者についての調査があれば、それも参考資料になるかもしれない。

2. 多重債務が原因とみられる自殺事例の分析について
多重債務が原因とみられる自殺者数は増加傾向にあり、年間の自殺総数の５％程度である。警察

統計による分析は示されているものの、ここから具体的な対策を明らかにすることは困難である。
具体的な対策を講じるには、自殺の原因・背景、自殺に至る経過、自殺直前の心理状態等を多角的に
把握し、自殺予防のための介入ポイント等を明確化するため、いわゆる心理学的剖検の手法を用い
た遺族等に対する面接調査は不可欠と考える。厚生労働省は、心理学的剖検の手法を用いた遺族等
に対する面接調査の実施について検討しているだろうか。自殺総合対策大綱の見直し時期が近づい
ているが、大綱に心理学的剖検の手法を用いた遺族等に対する面接調査の実施を記載し、その成果
を多重債務が原因とみられる自殺の予防にも活用していくことを望む。

なお、心理学的剖検の手法を用いた遺族等に対する面接調査については、国立精神・神経医療研究
センター精神保健研究所自殺予防総合対策センター（CSP）において開発した自殺の心理学的剖検
調査「自殺予防と自死遺族支援のための基礎調査」のツールをもとに、子供・若者の自殺にも対応し
た「自死予防と遺族支援のための基礎調査」を開発し、科研費基盤研究(B) 「自殺対策における共創
的（Co-creative）ネットワークの構築を目指した実践研究」（研究代表者 小髙真美）においてフィ
ージビリティスタディ（実現可能性調査）を終え、本調査に移行する段階である。
心理学的剖検の手法による「自死予防と遺族支援のための基礎調査」のツール開発論文はこちらを
参照されれたい。https://www.cspss.jp/pdf/46-1_79_shiryo.pdf

（資料１０）竹島（正）構成員提出資料
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要 旨
日本の自殺率は減少してきたが、子供・若者の自殺は高止まり、または増加している。子供・若者の自

殺予防を充実させるには、マクロな統計の質を高めるとともに、自殺の原因・背景、自殺に至る経過、自

殺直前の心理状態等を多角的に把握し、自殺予防のための介入ポイント等を明確化するため、いわゆる心

理学的剖検の手法を用いた遺族等に対する面接調査が不可欠である。国立精神・神経医療研究センター精

神保健研究所自殺予防総合対策センター（CSP）において著者らが開発した自殺の心理学的剖検調査「自殺

予防と自死遺族支援のための基礎調査」のツールをもとに、子供・若者の自殺にも対応した「自死予防と

遺族支援のための基礎調査」を開発した。この成果物が、自殺総合対策大綱に掲載される国のプロジェク

トとなり、自殺対策の発展に寄与することが望まれる。また、子供の自殺が起きたときの背景調査への活

用が望まれる。

I 　背景と目的
人口動態統計による自殺死亡者数は1997年の23,494

人から1998年の31,755人に急増し、厚生労働省は2002

年に自殺防止対策有識者懇談会を設置し、報告書「自

殺予防に向けての提言」を取りまとめた［17, 25］。報

告書は、こころの健康問題についての国民への普及啓

発やうつ病等対策に早急に取り組むべきとした。その

一方、自殺予防には、精神医学的観点のみならず、心

理、社会、文化、経済等の観点からの多角的な検討と

包括的な対策が必要とした。そして、自殺の実態把握

に関しては自殺死亡者の「心理学的剖検（psychological 

autopsy）」という専門的な調査方法があり、その実施に

向けての検討を行う必要があるとした。

心理学的剖検の実施に向けての検討は、厚生労働省

の研究事業において行われ、2005年度報告書には、面

接票の開発、フィージビリティ・スタディの実施が報告

されている［7, 22］。2006年6月には自殺対策基本法が

成立し、10月の施行に合わせて、国立精神・神経セン

ター（NCNP）精神保健研究所に自殺予防総合対策セン

ター（Center for Suicide Prevention。以下「CSP」と略す。）
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が設置された。2007年には政府の自殺対策の指針であ

る自殺総合対策大綱（以下「大綱」と略す。）が定められ

た。大綱の当面の重点施策である「実態解明のための調

査の実施」には「社会的要因を含む自殺の原因・背景、

自殺に至る経過、自殺直前の心理状態等を多角的に把

握し、自殺予防のための介入ポイント等を明確化するた

め、いわゆる心理学的剖検の手法を用いた遺族等に対す

る面接調査や、救命救急センター等で治療を受けた自

殺未遂者に関する調査等を継続的に実施する。」と記載

されたことから［17］、CSPは、2005年度研究の成果をも

とに、2007年12月に「自殺予防と自死遺族支援のため

の基礎調査」（以下、「CSP基礎調査」と略す。）の調査票、

回答者用冊子、記録用紙・同意書・同意撤回書、調査

マニュアルからなるツール一式を開発した［23］。

CSP基礎調査は、全国精神保健福祉センター長会等

の協力を得て始まり、2012年には東京都23区内で発生

したすべての不自然死の検案を行う東京都監察医務院

との連携が実現し、日本における自殺の心理学的剖検

研究の持続可能な基盤が整った［24］。CSPは、精神科

医療と自殺、アルコール問題と自殺、返済困難な借金と

自殺、青少年の自殺既遂事例等について分析し、2014年

時点の主要な研究成果を総説として報告した［15］。さ

らに、女性の自殺者の心理社会的特徴・精神医学的特

徴［10］、102名の20歳以上の自殺者と性別・年齢・居

住地をマッチングした生存対照群334名の症例対照研

究［11］等を英語論文として発表した。地域の自死遺族

支援との連携も進み［8, 20］、心理学的剖検についての

新規厚生労働科学研究事業「自殺総合対策大綱に関す

る自殺の要因分析や支援方法等に関する研究」は、2016

年3月に、行政的評価点8.0以上（応募21件の最上位2

件の1件）、学術的評価点8.0以上（応募21件の最上位5

件の1件）と高い評価を得て採択された。ちょうど2016

年4月に自殺対策基本法は改正され、内閣府から厚生

労働省に移管された。そして CSPは自殺総合対策推進

センターに改組された。採択された心理学的剖検の新

規研究事業については、研究実施担当者が厚生労働省

と協議した結果、自殺総合対策推進センターの自殺対

策の研究実施方針が変化し、研究員の大幅な人員配置

転換が行われたことから、当初目的とした成果を得る

研究の実施は著しく困難になったとして、2016年5月

30日に NCNP理事長名の国立研究開発法人日本医療研

究開発機構宛の委託研究開発中止（廃止）承認申請書を

提出した［21］。また大綱は2017年に改訂され、心理学

的剖検の手法を用いた遺族等に対する面接調査につい

ての記述はなくなった［9］。これによって、2005年度

厚生労働科学研究のフィージビリティ・スタディから

12年にわたって継続されてきた自殺の心理学的剖検は

中止となった。

さて、いじめ防止対策推進法（2013）では、「いじめ

により当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財

産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき」等

に事実関係を明確にするための調査を行うこことされ、

「子供の自殺が起きたときの背景調査の指針（改訂版）」

［16］には「事実関係の確認のみならず、自殺に至る過

程を丁寧に探り、自殺に追い込まれた心理を解明し、

それによって再発防止策を打ちたてることを目指す」

と、自殺の心理学的剖検の手法を用いた調査を想定し

た記述がある。さらに、COVID-19のパンデミック下に

おいて、女性・若者の自殺増加が課題となり［28］、近

年は、小学生・中学生・高校生の自殺増加が社会問題

となっているにもかかわらず［12］、子供や若者、女性

の自殺事例について、自殺に至る過程を丁寧に探る調

査は実施されていない。この状況において、心理学的

剖検調査が求められている［6, 19］。

CSP基礎調査は、自殺の急増が都市部中高年男性に

始まったことから、借金、過重労働、うつ病とアル

コール乱用の併存等の中高年男性の抱えやすい問題を

重視して開発された［22, 23］。このため、子供・若者の

自殺が増加した現状においては、新たな調査ツールの

開発が必要である。

本報告は、子供・若者の自殺が増加に対応した心理

学的剖検の調査ツール開発の活動報告を目的とする。

なお、新たな調査ツールにおいては、これまでの「自

殺」にかわって「自死」を用いることとした。これは大

綱において「自殺は、その多くが追い込まれた末の死

である」との認識が示されていることを踏まえたもの

である。この認識は、「自殺」を自由意志が制限された

状態で生じる死の一形態として捉える姿勢を伺わせる

ものであり、能動性を想起させづらい「自死」を用いる

こととした。新たに開発した調査ツールは「自死予防

と遺族支援のための基礎調査」（以下、「CSP基礎調査

改訂版」と略す。）である。
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II 　方 法
CSP基礎調査は、前述のとおり、中高年男性の自殺

の危険因子を重視して開発された［22, 23］。子供・若者

の自殺の詳細を把握するには、調査項目として、幼少

期や学校生活を含めて、人生のより早期の段階におけ

る経験やジェンダーの視点を取り入れて改訂する必要

があった。また、若者には単身生活者も少なくないこ

とから回答者も検討する必要があった。これらを踏ま

えて、調査ツール全体の見直しを行った。その手順は

下記のとおりである。

はじめに、CSP基礎調査の調査票開発から実施に深

く関与してきた研究者4名（本論文の著者）で、CSP調

査票の改訂箇所の検討を行った。次に、子供・若者・

女性の自殺の当事者や家族に詳しい団体や個人（一般

社団法人全国自死遺族連絡会2名（https://www.zenziren.

com/）、安全な生徒指導を考える会1名（https://note.

com/sido_u_）、ジャーナリスト1名）から、CSP基礎調

査改訂版の開発についての意見を得た。これらの意見

を統合し、第一著者、第二著者を中心に、CSP基礎調

査改訂版の素案を作成した。この素案をもとに、ここ

までのプロセスに関与した者や他の研究者等の参加す

るミーティングを2回開催した（2024年6月7日、6月

25日）。このミーティングを踏まえて、第一著者、第

二著者を中心に素案の修正を行い、CSP基礎調査改訂

版を確定した。

1　倫理面への配慮等
本研究は個人情報を取り扱うものではないが、CSP

基礎調査改訂版の開発は第4次川崎市自殺対策総合推

進計画に基づく自殺の実態分析への活用を視野におい

ていたことから、川崎市総合リハビリテーション推進

センター研究倫理・利益相反懇談会に諮り、同セン

ター所長の研究実施決定を得て実施した。本研究にか

かる研究助成はない。

III　結 果
本報告は、子供・若者の自殺が増加に対応した心理

学的剖検の調査ツールの開発の活動報告を目的とする

ことから、方法に記載した手順に基づく検討の最終結

果を結果として記載する。

1　面接対象者と本人（自死で亡くなった人）
CSP基礎調査では、面接対象者は「本人（自死で亡く

なった人）と同居していた遺族（優先順位は、配偶者、

父母、子、その他）」として、死亡時に本人が単身赴任

していた場合は面接対象者としなかった。CSP基礎調

査改訂版では、若者の場合、進学や就職によって単身

生活者も少なくないと思われることから、「本人（自

死で亡くなった人）と同居していた遺族」だけでなく、

「同居していなくても生前の生活をよく知る遺族」を追

加することとした。また、CSP基礎調査では、本人（自

死で亡くなった人）を「死亡時年齢が20歳以上」として

いたが、CSP基礎調査改訂版では本人（自死で亡くなっ

た人）の年齢制限を外すこととした。

2　面接票
「CSP基礎調査における調査票」の構成は、「I調査の

導入部分」「IIご本人とご家族に関する情報」「III自由な

話し合いでの質問事項」「IV生活出来事」「V特定の生

活歴」「VI死亡の状況」「VII仕事の状況」「VIII経済的問

題」「IX生活の質」「X身体的健康」「XI心の健康問題」

「XII調査員による本人に対する精神障害の診断」「XIII

補足的質問事項」「XIVご遺族のサポートニーズ」「XV

調査終了」「XVI調査員が面接終了後に記入する項目」

であった。

「CSP基礎調査改訂版における調査票（以下、CSP 調

査票改訂版と略す。）」の構成は、「I調査の導入部分」「II

ご本人とご家族に関する情報」「III自由な話し合いでの

質問事項」「IV生活出来事」「V死亡の状況」「VI仕事・

学業等の状況」「VII経済的問題」「VIII生活の質」「IX全

般的な健康状態」「Xこころの健康問題」「XIこころの

健康問題」についての援助希求」「XIIご遺族のサポート

ニーズ」「XIII川崎市への意見」「XIV調査についての感

想」とした。

主な変更点は、「自殺予防と遺族支援のための基礎調

査」から「自死予防と遺族支援のための基礎調査」への

名称変更のほか、（1） CSP基礎調査の「IV生活出来事」

と「V特定の生活歴」を統合して「IV生活出来事」とし

たこと、（2） CSP基礎調査の「VII仕事の状況」を大幅に

改訂して「VI仕事・学業等の状況」としたこと（調査

票の中高年男性の調査項目を簡素化するとともに、児

童・生徒・学生の調査項目、ジェンダーの調査項目を

新設）、（3）「VIII生活の質」に EQ-5D1日本語版の項目

　資　　　料
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を使用した調査項目を新設、（4）「Xこころの健康問題」

について診断カテゴリーほぼすべてにわたって質問項

目を設けたこと、（5）「XIIご遺族のサポートニーズ」に

ついて一般社団法人全国自死遺族連絡会、自死遺族等

の権利保護研究会の報告書［3］を参考に調査項目を新

設したことである。CSP基礎調査改訂版の概要を表1

に、CSP基礎調査と CSP基礎調査改訂版の比較を表2

に示す。

3　調査マニュアル
CSP基礎調査では、調査票と調査マニュアルは独立

していたが、CSP基礎調査改訂版では、調査マニュア

ルは独立して作成せず、調査面接中にも注意事項を参

照しやすいよう、調査票の中に留意事項を青字で記載

することとした。

表1　CSP調査票改訂版の構成

内容

I 調査の導入部分 調査日、調査員の自己紹介と調査の説明、同意書の取得

II ご本人とご家族に関する情報 回答者について（性別、年齢、生年月日、本人からみた回答者の続柄・関係）、家族構成、
本人（生年月日、学業年数（最終学歴）、死亡年月日、死亡時の年齢、居住地等

III 自由な話し合いでの質問事項 ご本人の人となり、ご本人の個人史の概略、亡くなるまでの出来事や経緯、ご本人が亡
くなった原因や動機

IV生活出来事 発達の出来事（就学、就職、子どもができた等）、偶発的な出来事（事故や災害等予測の
難しい出来事）と具体的エピソードを尋ねる　 
「学業・学校生活の出来事」「交際・結婚・性に関する出来事」「仕事・職場の出来事」「経
済上の出来事」「身体及び精神健康の問題」「家族に関する出来事」「住居に関する出来事」
「災害・違反・訴訟等の出来事」についての質問を設定

V死亡の状況 自殺の場所、手段、時間帯と経過（発見者、応急措置や治療の有無）、遺書等の有無、自
殺前の発言や行動の変化、自殺に関する報道への接触、自殺企図や自傷行為の経験、家
族や友人・知人の自殺や自殺未遂

VI 仕事・学業等の状況 職業の種別が「死亡時の職業がフルタイムの勤務、自営業、パートタイムの勤務であった
場合」「死亡時の主な職業が30歳以上の生徒・学生及び無職、主婦・主夫であった場合」
「死亡時の職業が30歳未満の児童・生徒・学生の場合」に分けてクローズドクエスチョ
ンを設定

VII 経済的問題 収入、借金の有無、借金の影響、生命保険への加入

VIII 生活の質 死亡前1か月前の体調、精神的な状態、経済状況、家族との関係、身体的問題による日
常生活への支障、友人や知人との付き合いの頻度、信仰の有無。EQ-5D日本語版を使用
した質問項目の設定

IX全般的な健康状態 亡くなる前1か月の身長、体重、医療機関の受診、診療科、入院経験、命にかかわるま
たは日常生活に大きく影響する慢性疾患の有無と内容、睡眠等

Xこころの健康問題 ICD-11を参考に、診断カテゴリーすべてにわたって質問項目を設定（神経発達症群、統
合失調症又は他の一次性精神症群、うつ病、躁エピソード、社交不安症、パニック発作、
全般不安症、広場恐怖症、強迫症、身体醜形症、ためこみ症、抜毛症、心的外傷後スト
レス症、解離症、神経性やせ症、神経性過食症、病気不安症（身体症状症）、物質使用症
又は嗜癖行動症群、物質使用、ギャンブル行動症、衝動制御症群（秩序破壊的又は非社会
的行動症群）、ボーダーラインパーソナリティ症、パラフィリア症群、神経認知障害群、
妊娠・出産又は産褥に伴う精神又は行動の疾患）。それぞれ「ない」「たぶんある」「ある」
「不明」の選択肢を設定し、「たぶんある」「ある」の場合は、精神科の受診歴や診断の有無
を質問

XI こころの健康問題への援助希求 亡くなる1年前の相談経験、受診経験等

XII ご遺族のサポートニーズ 一般社団法人全国自死遺族連絡会、自死遺族等の権利保護研究会の報告書等をご本人の
亡くなった後の経験を回答。支えになってくれた人、組織、活動を回答。「困っているこ
と」を回答。WHO-5精神健康状態表簡易版を回答

XIII 調査についての感想 調査についての感想を尋ねる
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表
2
　
C
S
P
調
査
票
と
C
S
P
調
査
票
改
訂
版
の
比
較

C
S
P
調
査
票

C
S
P
調
査
票
改
訂
版

I調
査
の
導
入
部
分

調
査
日
、
調
査
員
の
自
己
紹
介
と
調
査
の
説
明
、
同
意
書
の
取
得

変
更
な
し

II
ご
本
人
と
ご
家
族
に
関
す
る
情
報

回
答
者
に
つ
い
て
（
性
別
、
年
齢
、
生
年
月
日
、
本
人
か
ら
み
た
回
答
者
の
続
柄
・
関
係
）、
家
族
構
成
、
本
人
（
生
年
月
日
、

学
業
年
数
（
最
終
学
歴
）、
死
亡
年
月
日
、
死
亡
時
の
年
齢
、
居
住
地
等

ほ
ぼ
同
じ
（
本
人
の
身
長
、
体
重
を
追
加
）

III
自
由
な
話
し
合
い
で
の
質
問
事
項

死
亡
の
経
過
、
ご
本
人
の
人
と
な
り

ご
本
人
の
人
と
な
り
、
ご
本
人
の
個
人
史
の
概
略
、
亡
く
な
る
ま
で
の
出
来
事
や
経
緯
、
ご
本
人
が
亡
く
な
っ
た
原
因
や
動
機

IV
生
活
出
来
事

回
答
者
用
冊
子
の
生
活
出
来
事
一
覧
表（
学
業
上
の
出
来
事
、
結
婚
・
交
際
、
職
場
の
出
来
事
、
経
済
上
の
出
来
事
、
健
康
問

題
、
家
族
員
に
関
す
る
出
来
事
、
違
反
・
訴
訟
等
の
出
来
事
、
そ
れ
以
外
）、
ラ
イ
フ
チ
ャ
ー
ト
図
を
も
と
に
具
体
的
エ
ピ
ソ
ー

ド
を
尋
ね
る

発
達
の
出
来
事
（
就
学
、
就
職
、
子
ど
も
が
で
き
た
等
）、
偶
発
的
な
出
来
事
（
事
故
や
災
害
等
予
測
の
難
し
い
出
来
事
）
と
具

体
的
エ
ピ
ソ
ー
ド
を
尋
ね
る
（
ほ
ぼ
同
じ
）　
 

C
S
P
調
査
票
の
「
V
特
定
の
生
活
歴
」
を
移
行
　
 

「
学
業
・
学
校
生
活
の
出
来
事
」「
交
際
・
結
婚
・
性
に
関
す
る
出
来
事
」「
仕
事
・
職
場
の
出
来
事
」「
経
済
上
の
出
来
事
」「
身

体
及
び
精
神
健
康
の
問
題
」「
家
族
に
関
す
る
出
来
事
」「
住
居
に
関
す
る
出
来
事
」「
災
害
・
違
反
・
訴
訟
等
の
出
来
事
」
に
つ

い
て
の
質
問
を
設
定

V
特
定
の
生
活
歴

学
生
時
代
の
学
業
成
績
、
い
じ
め
や
暴
力
に
あ
っ
た
経
験
、
両
親
の
離
婚
、
両
親
に
よ
る
暴
力
の
経
験
、
結
婚
と
離
婚
の
経
験

IV
に
移
行

V
I死
亡
の
状
況

自
殺
の
場
所
、
手
段
、
時
間
帯
と
経
過
（
発
見
者
、
応
急
措
置
や
治
療
の
有
無
）、
遺
書
等
の
有
無
、
自
殺
前
の
発
言
や
行
動

の
変
化
、
自
殺
に
関
す
る
報
道
へ
の
接
触
、
自
殺
企
図
や
自
傷
行
為
の
経
験
、
家
族
や
友
人
・
知
人
の
自
殺
や
自
殺
未
遂

微
調
整
（
自
殺
に
関
す
る
報
道
へ
の
接
触
を
、
自
死
の
情
報
に
ふ
れ
た
機
会
と
し
て
「
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
や
S
N
S
」「
自
殺
対

策
の
啓
発
」
を
追
加
す
る
等
）

V
II
仕
事
の
状
況

主
た
る
役
割
（
自
営
業
、
家
族
従
業
者
、
被
雇
用
者
（
正
規
雇
用
・
非
正
規
雇
用
）、
主
婦
／
主
夫
、
無
職
者
、
学
生
・
生
徒
、

不
明
）
に
区
分
し
、
就
業
し
た
す
べ
て
の
仕
事
、
期
間
、
辞
め
た
理
由
、
死
亡
時
の
就
労
形
態
と
業
務
（
分
類
表
に
よ
る
）、

交
代
勤
務
の
有
無
、
就
労
時
間
、
長
時
間
労
働
、
仕
事
の
つ
ら
さ
の
訴
え
を
質
問

「
V
I仕
事
・
学
業
等
の
状
況
」
と
す
る
。
職
業
の
種
別
が
「
死
亡
時
の
職
業
が
フ
ル
タ
イ
ム
の
勤
務
、
自
営
業
、
パ
ー
ト
タ
イ

ム
の
勤
務
で
あ
っ
た
場
合
」「
死
亡
時
の
主
な
職
業
が
3
0
歳
以
上
の
生
徒
・
学
生
及
び
無
職
、
主
婦
・
主
夫
で
あ
っ
た
場
合
」

「
死
亡
時
の
職
業
が
3
0
歳
未
満
の
児
童
・
生
徒
・
学
生
の
場
合
」
に
分
け
て
ク
ロ
ー
ズ
ド
ク
エ
ス
チ
ョ
ン
を
設
定

V
III
経
済
的
問
題

収
入
、
借
金
の
有
無
、
借
金
の
影
響
、
生
命
保
険
へ
の
加
入

微
調
整

IX
生
活
の
質

死
亡
前
1
か
月
前
の
体
調
、
精
神
的
な
状
態
、
経
済
状
況
、
家
族
と
の
関
係
、
身
体
的
問
題
に
よ
る
日
常
生
活
へ
の
支
障
、
友

人
や
知
人
と
の
付
き
合
い
の
頻
度
、
信
仰
の
有
無

EQ
-5
D
日
本
語
版
を
使
用
し
た
質
問
項
目
の
設
定
等

X
身
体
的
健
康

亡
く
な
る
前
1
か
月
の
身
長
、
体
重
、
医
療
機
関
の
受
診
、
診
療
科
、
入
院
経
験
、
命
に
か
か
わ
る
ま
た
は
日
常
生
活
に
大
き

く
影
響
す
る
慢
性
疾
患
の
有
無
と
内
容
、
睡
眠
等

微
調
整

X
I心
の
健
康
問
題

D
S
M
-Ⅳ
（
ア
メ
リ
カ
精
神
医
学
会
（
A
P
A
）
に
よ
る
精
神
障
害
の
統
計
・
診
断
マ
ニ
ュ
ア
ル
第
４
版
）
基
準
を
ベ
ー
ス
に
「
ア

ル
コ
ー
ル
、
物
質
依
存
お
よ
び
乱
用
」「
気
分
障
害
」「
精
神
病
性
障
害
」「
不
安
障
害
」「
P
TS
D
」「
全
般
的
不
安
障
害
」「
そ
の

他
の
心
の
健
康
問
題
」
に
つ
い
て
の
質
問
を
設
定
。「
心
の
健
康
問
題
に
対
す
る
援
助
希
求
」
を
質
問

IC
D
-1
1（
世
界
保
健
機
関（
W
H
O
）に
よ
る
国
際
疾
病
分
類
第
11
版
）を
参
考
に
、
診
断
カ
テ
ゴ
リ
ー
す
べ
て
に
わ
た
っ
て
質

問
項
目
を
設
定（
神
経
発
達
症
群
、
統
合
失
調
症
又
は
他
の
一
次
性
精
神
症
群
、
う
つ
病
、
躁
エ
ピ
ソ
ー
ド
、
社
交
不
安
症
、
パ

ニ
ッ
ク
発
作
、
全
般
不
安
症
、
広
場
恐
怖
症
、
強
迫
症
、
身
体
醜
形
症
、
た
め
こ
み
症
、
抜
毛
症
、
心
的
外
傷
後
ス
ト
レ
ス
症
、

解
離
症
、
神
経
性
や
せ
症
、
神
経
性
過
食
症
、
病
気
不
安
症（
身
体
症
状
症
）、
物
質
使
用
症
又
は
嗜
癖
行
動
症
群
、
物
質
使
用
、

ギ
ャ
ン
ブ
ル
行
動
症
、
衝
動
制
御
症
群（
秩
序
破
壊
的
又
は
非
社
会
的
行
動
症
群
）、
ボ
ー
ダ
ー
ラ
イ
ン
パ
ー
ソ
ナ
リ
テ
ィ
症
、

パ
ラ
フ
ィ
リ
ア
症
群
、
神
経
認
知
障
害
群
、
妊
娠
・
出
産
又
は
産
褥
に
伴
う
精
神
又
は
行
動
の
疾
患
）。
そ
れ
ぞ
れ「
な
い
」「
た

ぶ
ん
あ
る
」「
あ
る
」「
不
明
」の
選
択
肢
を
設
定
し
、「
た
ぶ
ん
あ
る
」「
あ
る
」の
場
合
は
、
精
神
科
の
受
診
歴
や
診
断
の
有
無
を

質
問
。「
心
の
健
康
問
題
に
対
す
る
援
助
希
求
」は
「
X
Iこ
こ
ろ
の
健
康
問
題
に
つ
い
て
の
援
助
希
求
」と
し
て
独
立

X
II
調
査
員
に
よ
る
本
人
に
対
す
る
 

精
神
障
害
の
診
断

D
SM
-IV
基
準
を
も
と
に
可
能
性
の
あ
る
精
神
科
診
断
を
調
査
員
が
記
載（
精
神
科
受
診
歴
が
あ
れ
ば
そ
の
診
断
を
参
考
に
す
る
）
設
定
な
し

X
III
補
足
的
質
問
事
項

回
答
者
の
追
加
し
た
い
こ
と
の
有
無
を
確
認
（
遺
書
の
内
容
に
つ
い
て
は
こ
の
セ
ク
シ
ョ
ン
で
尋
ね
る
）

設
定
な
し

X
IV
ご
遺
族
の
サ
ポ
ー
ト
ニ
ー
ズ

ご
遺
族
の
サ
ポ
ー
ト
ニ
ー
ズ
を
聞
き
な
が
ら
面
接
を
終
了
さ
せ
る

一
般
社
団
法
人
全
国
自
死
遺
族
連
絡
会
、
自
死
遺
族
等
の
権
利
保
護
研
究
会
の
報
告
書
等
を
ご
本
人
の
亡
く
な
っ
た
後
の
経

験
を
回
答
。
支
え
に
な
っ
て
く
れ
た
人
、
組
織
、
活
動
を
回
答
。「
困
っ
て
い
る
こ
と
」
を
回
答
。
W
H
O
-5
簡
易
版
を
回
答

X
V
調
査
終
了

面
接
の
終
え
方
は
非
常
に
重
要
（
調
査
の
感
想
を
十
分
に
聞
く
、
調
査
協
力
の
謝
意
を
伝
え
る
、
調
査
員
が
面
接
を
通
じ
て
感

じ
た
こ
と
を
伝
え
る
、
ご
遺
族
の
気
持
ち
や
困
難
へ
の
対
応
を
行
う
）

調
査
に
つ
い
て
の
感
想
を
尋
ね
る

X
V
I調
査
員
が
面
接
終
了
後
に
 

記
入
す
る
項
目

面
接
所
要
時
間
、
面
接
の
進
み
具
合
、
調
査
中
に
気
づ
い
た
課
題
や
改
善
点
等

各
セ
ク
シ
ョ
ン
に
つ
い
て
「
適
正
で
あ
っ
た
」「
改
善
意
見
あ
り
」
の
設
問
を
設
け
、
改
善
意
見
の
記
載
を
追
加

　資　　　料
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4　回答者用小冊子
改訂内容に対応して修正した。

5　説明書・同意書・同意撤回書
改訂内容に対応して修正した。

IV　考 察
WHOによると、2000年からの20年間で、世界の年

齢標準化自殺率は36%減少したものの、毎年72万人以

上が自殺で死亡、15～29歳の死因の第3位である［29］。

世界と同様、日本でも自殺率は減少してきたが、子

供・若者の自殺は高止まり、または増加している。さ

らに、2022年の小中高生の自殺者数が514人と過去最

多となったことを踏まえ、2023年6月に、こども家庭

庁が中心となって、こどもの自殺対策に関する関係省

庁連絡会議が設けられ、2023年6月に「こどもの自殺

対策緊急強化プラン」をまとめた［12］。このプランで

は、取り組むべき施策の一番目に「こどもの自殺の要

因分析」を掲げた。さらに、2025年6月には、2024年

の小中高生の年間の自殺者数が529人と過去最多とな

る等、極めて憂慮すべき事態が生じている状況等に鑑

み、こどもに係る自殺対策に社会全体で取り組むこと

を基本とすること等を基本理念に明記するとともに、

こどもの自殺の防止等について学校の責務を明らかに

するほか、地方公共団体がこどもの自殺の防止等につ

いて必要な情報の交換及び協議を行う協議会を設置す

ることができること等、自殺対策基本法が改正された。

こどもの自殺の要因分析における課題は、（1）死後調査

における情報収集・整理の質的向上、（2）予防のための

こどもの死亡検証体制整備モデル事業（CDRモデル事

業）検証結果資料等の収集・分析、（3）可視化されづら

い要因等の把握と「生きているこどもたちの声」の重要

性、（4）自殺に至る「プロセス」の解明の4点が挙げら

れている［4］。個々の自殺に至る背景を探る方法とし

て世界で広く用いられているのは自死遺族の協力を得

て行われる心理学的剖検である［14］［19］。子供・若者

の自殺の増加のように、時代の変化や社会的潮流の影

響が反映される自殺の要因は継続的に研究することが

求められる［6］。また、国により自殺の背景は異なる。

ビッグデータの解析からは見えてこない自殺の実態の

把握には、情報・選択バイアスはあるとしても、自殺

に至る経時的なプロセスを知ることのできる、調査項

目の制約の少ない、心理学的剖検は欠かせない［5, 15, 

19］。オランダでは2017年に10代の自殺が急増し、自

殺予防戦略の立案のために全国的な心理学的剖検が実

施された［14］。韓国では2011年に「自殺予防及び生

命尊重文化醸成のための法律」が制定され［18］、自殺

予防国家行動計画において、心理学的剖検システムが

整備され、根拠に基づく政策と自死遺族支援にも役立

てられている［1, 13］。日本で心理学的剖検が中止され

てから9年になる。第一著者は、日本の自殺既遂、自

殺企図、自殺念慮について、この10年で公的データ

の質を検討し、自殺既遂については低下し、自殺企

図、自殺念慮については横ばい状態に止まるとまとめ

た［26］。自殺既遂について低下とした理由は、（1）人

口動態統計の分析による「自殺対策のための自殺死亡

の地域統計」のような質の高い統計資料が提供されな

くなったこと、（2）警察庁「自殺統計」の連続性が失わ

れたこと［2, 27］、（3）自殺実態プロファイルという集計

だけが自治体に提供されていることである。また、自

殺の心理学的剖検が中止されたままになっていること

である。子供・若者の自殺予防を充実させるには、マ

クロな統計の質を高めるとともに、自殺の原因・背景、

自殺に至る経過、自殺直前の心理状態等を多角的に把

握し、自殺予防のための介入ポイント等を明確化する

ため、いわゆる心理学的剖検の手法を用いた遺族等に

対する面接調査が不可欠である。

本研究において開発されたツールは、2025年度～

2029年度科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成

金）基盤研究（B）「自殺対策における共創的（Co-creative）

ネットワークの構築を目指した実践研究」（研究代表者　

小髙真美）においてフィージビリティ・スタディさら

に本調査が行われる予定である。その成果は本誌にも

投稿の予定であるが、心理学的剖検が再び大綱に掲載

される国のプロジェクトとなり、自殺対策の発展に寄

与することが望まれる。また、子供の自殺が起きたと

きの背景調査への活用が望まれる。

V　結 論
CSPにおいて開発・実施された自殺の心理学的剖検

である「自殺予防と自死遺族支援のための基礎調査」の

ツールをもとに、子供・若者の自殺が増加した現状を

踏まえた自殺の心理学的剖検のツールを開発した。こ

の成果物が、自殺総合対策大綱に掲載される国のプロ
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心理学的剖検の手法による「自死予防と遺族支援のための基礎調査」のツール開発

ジェクトとなり、自殺対策の発展に寄与することが望

まれる。また、子供の自殺が起きたときの背景調査へ

の活用が望まれる。

注

1 EuroQol 5 Dimensionの略。健健康関連 QOLを測定す

るために開発された自己記入式の包括的な評価尺度。

1987年に設立された EuroQolグループが開発し、世

界各国で用いられている。
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